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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号     6519】

保育人材等確保対策事業 子ども育成課　給付係

６ 子育て・教育 １ 子どもが主役のまちをつくる

（１）子育て環境の充実 （２）就学前児童への支援

平成26年度 ― 継続 補助 事業補助

保育が必要な児童

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ 保育を必要とする児童 人 2,024 2,193 2,323 2,409

対象指標２

保育の提供体制の確保と保育の質を維持・向上するため、保育従事者の養成、保育従事者確保のための補助事業等を行
う。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ 保育施設の利用定員数 人 2,197 2,211 2,223 2,291

活動指標２

保育人材等を確保することで、待機児童が解消されるとともに、保育の質が維持・向上し、保護者が働きながら安心し
て子育てできる環境づくりが図られる。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ 待機児童数（国基準） 人 0 0 9 0

成果指標２

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

14,061 16,381 18,102 27,064

5,323 4,831 5,002 5,138

19,384 21,212 23,104 32,202

子育て支援員の養成、保育従事者確保のための各種事
業を行う。

・子育て支援員研修実施経費　　　　　 　916千円
・保育人材確保に係る事業者向け補助  17,107千円
・保育人材確保対策事業周知経費等　　　  79千円

 6年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
果
動
向
及
び
原
因
分
析

成

果

向

上

余

地

コ

ス

ト

少子化が進展する中、社会情勢や就労形態の多様化により、子育て世代の取り巻く環境が大きく変化しており、保
育に係るニーズも複雑・多様化するとともに増加傾向にある。このような状況の中、市では年度の途中から0～2歳
児を中心とした待機児童が発生している状況にあり、子育て支援を推進するうえで早急に対処しなければならない
課題となっていた。

国では少子化対策と待機児童の解消等に向け子育て支援制度の見直しを行い、平成27年度から子ども・子育て支援
法が施行され、「子ども・子育て支援新制度」がスタートした。このような状況の中、市では「第３期江別市子ど
も・子育て支援事業計画」を策定し、この計画に基づき必要利用定員総数確保に向けた取り組みを進めている。

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

保育従事者の養成や、保育士確保を目的とした補助事業を実施し、施設
運営を支援することで保育施設の利用定員数の確保に努めているものの
、転入世帯の増加や女性の就業率の向上等により、保育需要が増加して
いることから待機児童（国基準）が生じている。

＜参考＞過去3年の潜在的待機児童数
　　　　R6：122人
　　　　R5：86人
　　　　R4：61人

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

保育ニーズが増加傾向にあるため、計画的な定員数の確保に向け、保育
従事者の養成や保育士確保対策を今後も続けていく必要がある。市の施
策のPR方法を工夫すること等により、成果向上の余地がある。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

事業実施に当たっては、国の交付金を積極的に活用するとともに、必要
なコストを精査したうえで行っており、削減は難しい。

ある

▼なし
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事業名
所管課：子ども家庭部子ども育成課

１　令和６年度　実施内容

実績

【研修修了人数】
　23人

【補助施設数】
　14施設
【補助対象人数】
　27人
【補助額】
　2,102,200円

【補助施設数】
　14施設
【補助対象人数】
　38人
【補助額】
　13,809,300円

【補助施設数】
　27施設
【補助額】
　1,195,700円

【発行部数】
　9,000部

【行政評価外部評価 参考資料】　 事業内容説明書

保育人材等確保対策事業

取組項目 取組内容

子育て支援員研修の
実施

【概要】
　子育て支援員研修を実施し、保育や子育て支援分
野の各事業等に従事する上で、必要な知識や技術等
を習得し、保育士等の支援を行う子育て支援員を養
成する。

【実施内容・回数等】
・座学研修　３日間
・普通救命講習　１回
・市内保育施設での見学実習　２回

奨学金返還支援事業

【概要】
保育所や幼稚園等を運営する事業者に対して、保育
士や幼稚園教諭の奨学金返還を支援するための手当
に係る費用の一部を助成し、保育士又は幼稚園教諭
の人材確保、就業の継続及び離職の防止を図る。

宿舎借り上げ支援事
業

【概要】
保育所や幼稚園等を運営する事業者に対して、保育
士や幼稚園教諭が住むアパートを借りるための費用
の一部助成を行い、保育士又は幼稚園教諭の人材確
保、就業の継続及び離職の防止を図る。

研修費補助事業

【概要】
保育の質の確保・向上を図るため、市内の保育所等
に勤務する保育士等の研修に係る経費について、そ
の費用の一部を補助する。

保育士確保対策の周
知

【概要】
保育士確保に向けて実施する市の取組を周知するこ
とを目的としたチラシを作成し、発行する。

【実施内容】
作成したチラシについて、保育士養成校や市内教
育・保育施設、公共施設等で配布する。

２　評価に係る補足事項
・国では少子化対策と待機児童の解消等に向け子育て支援制度の見直しを行い、平成27年度から子ども・子
育て支援法が施行され、「子ども・子育て支援新制度」がスタートした。
・市では、保育人材の確保及び就業の継続・離職防止を図るため、令和２年度から、保育所や幼稚園等を運
営する事業者に対し、奨学金返還や宿舎借り上げ支援等に対する補助を開始した。

３　添付資料
①　保育人材確保周知用チラシ
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号     6984】

小中一貫教育推進事業 学校教育課　学校教育係

６ 子育て・教育 １ 子どもが主役のまちをつくる

（２）子どもの教育の充実 （４）教育内容の充実

令和 4年度 ― 継続 単独

市内公立小中学校の児童生徒

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ 市内公立小中学校児童生徒数 人 8,656 8,719 8,758 8,794

対象指標２

小中学校、家庭、地域で目指す子ども像を共有するとともに、９年間を通じた教育課程を編成し、系統的な教育を行う
ための小中一貫教育推進体制を整備する。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ 小中一貫教育導入学校数 校 2 25 25 25

活動指標２ 小学６年生の中学校登校日数 日 19 46 49 46

小中学校・家庭・地域が中学校卒業時の望ましい姿を共有しながら、義務教育の９年間で系統性と発達段階に応じた連
続性のある指導に取り組む一貫教育を推進することで、目指す子ども像を実現する。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ 「自分にはよいところがある」と回答した生徒の割合 ％ 78 81 84.2 87.5

成果指標２ 「将来の夢や目標を持っている」と回答した生徒の割合 ％ 66 64.9 67.5 70.2

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

2,314 1,082 2,176 2,974

6,083 3,717 5,387 4,742

8,397 4,799 7,563 7,716

「江別市小中一貫教育基本方針」に基づき、市教委と
各中学校区が行う様々な取組を通じて、学習習慣や生
活規律の定着、中１ギャップの緩和、異学年交流の促
進、教職員の意識改革などにより、目指す子ども像を
実現する。

・小学校６年生が中学校登校を行う際に利用するバス
・タクシー代　1,022千円
・研修、会議の運営等に要する経費　549千円
・小中一貫教育全国サミット等の先進事例等視察旅費
　385千円
・小学校の教科書改訂に伴う、研究用教科書購入経費
　205千円

 6年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
果
動
向
及
び
原
因
分
析

成

果

向

上

余

地

コ

ス

ト

「第２期江別市学校教育基本計画」において、基本施策のひとつに「学校段階間の連携の推進」を掲げている。
このことを受けて、小学校と中学校が課題や情報を共有し、系統性と連続性をもって指導に取り組み、より一層の
教育の充実を図ることを目的として、全ての市立小・中学校で小中一貫教育を実施する。

義務教育９年間を見通した系統的な教育活動を進める動きが全国で広まっている。

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

小学校と中学校が学習指導や生徒指導の課題・情報を共有し、義務教育
の９年間における「目指す子ども像」を定め、その達成に向けて、「一
貫した指導」や「系統的な指導」、「相乗的・補完的な指導」に取り組
むことで、一定の成果が上がっている。

上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

令和５年度から市内の全小中学校で本格導入となり、今後より一層小中
一貫教育を充実させる余地があるため。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

小中一貫教育推進体制を整備し、実現するための最低限の経費であるた
め、コストを削減し、成果を維持することは困難である。

ある

▼なし
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事業名
所管課： 学校教育課

１　令和６年度　実施内容

実績

・小中一貫教育導入校

　２５校

・「自分にはよいところがある」と
　回答した生徒の割合

　８４．２％（全国比：＋０．９）

・「将来の夢や目標を持っている」と
　回答した生徒の割合

　６７．５％（全国比：＋１．２）

・中学校登校日数（部活動体験含む）

　　４９回

・乗り入れ授業

　　１１回

３　添付資料

　①「江別市小中一貫教育」のパンフレット （別紙添付）
　②「つなぎ・つむぐ」（えべつ型コミュニテイ・スクールと小中一貫教育の広報誌）５４号・５５号
　　　※令和６年度は３７～５５号まで発行

中学校登校・乗り入れ
授業等の実施

【概要】
　相乗的・補完的な指導として、小学６年生による中学
校登校や中学校の教諭が小学校で授業を行う乗り入れ授
業、小学生による部活動体験等を通して、系統的な指導
や一貫した指導の効果を高めます。

２　評価に係る補足事項

　「第２期江別市学校基本計画」において、基本施策のひとつに「学校段階間の連携の推進」を掲げており、このこと
を受けて、小学校と中学校が課題や情報を共有し、より一層の教育の充実を図ることを目的に、令和４年度から江別第
二中学校区で先行導入し、令和５年度から全中学校区で小中一貫教育を実施しました。

【行政評価外部評価 参考資料】　 事業内容説明書

小中一貫教育推進事業

取組項目 取組内容

小中一貫教育の導入

【概要】
　各中学校区において、卒業時における「目指す子ども
像」を学校・家庭・地域で共有しながら、学習規律や生
活規律を揃えた一貫した指導や系統的な指導を行い、中
学校登校や乗り入れ授業など相乗的・補完的な指導に取
り組みます。

【実施内容等】
・各中学校区（８校区）における目指す子ども像の設定
・小中学校９年間における系統性、連続性のある指導
・学習規律や生活規律を揃えた「スタンダード」の作成
・中学校登校や乗り入れ授業の実施
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Lesson8 Junior high school life
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事務事業評価表【評価版】

事業名：

政  策

取 組 の
基本方針

戦　略

具体的施策

開始年度

事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

事 業 費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

終了年度 補助金

正職員人件費 (B)

総 事 業 費 (A+B)

千円

千円

区分1 区分2

指標名 単位

手段（事務事業の内容、手法）

指標名 単位

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

指標名 単位

単位

事務事業の目的と成果及び指標

令和 7年度 （令和 6年度実績）
【事業番号      470】

不登校児童生徒支援事業 教育支援課　主査（教育支援）

６ 子育て・教育 １ 子どもが主役のまちをつくる

（２）子どもの教育の充実 （５）教育相談・支援の充実

平成16年度 ― 継続 単独

・児童生徒、保護者及び教育関係者

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

対象指標１ 小中学校児童生徒数 人 8,656 8,719 8,758 8,794

対象指標２ 不登校児童生徒数 人 286 315 305 375

・相談窓口を設置し、専任指導員等が相談対応する。
・スクールカウンセラーによる教育相談を実施する。
・不登校児童生徒を対象に、教育支援センターを運営する。
・校内登校支援室に登校サポーター（有償ボランティア）を派遣する。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

活動指標１ 不登校相談件数 件 62 63 49 60

活動指標２ 教育支援センター実施回数 回 178 209 207 208

不登校の児童生徒が、再登校できるようになる又は学校外の機関等で相談・支援を受けるなど、状況が変化する。

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

成果指標１ 学校や学校外の機関等とつながりのある不登校児童生徒の割合 ％ 49 69 63 60

成果指標２

 4年度実績  5年度実績  6年度実績  7年度当初

8,548 12,245 17,447 24,482

8,364 3,717 8,080 8,299

16,912 15,962 25,527 32,781

・相談窓口の設置
・教育支援センター「ねくすと」の運営
・スクールカウンセラーによる教育相談の実施
・校内登校支援室へ登校サポーターの派遣

・専任指導員報酬及び手当：8,200千円
・教育相談員報酬：47千円
・登校サポーター謝礼：4,074千円
・教育支援センター建物等賃借料：2,508千円 6年度
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事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

成
果
動
向
及
び
原
因
分
析

成

果

向

上

余

地

コ

ス
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不登校の増加。

家庭や学校など児童生徒を取り巻く日常や社会環境の変化により、不登校児童生徒数は全国的に増加しており、本市においても
同様の状況であることから、より充実した支援に向けて、令和６年度から適応指導教室「すぽっとケア」を常設会場へ移転する
とともに、名称を教育支援センター「ねくすと」に変更し、活動時間を午前中のみから午後までに拡大した。（水曜日を除く）
また、学校に来ることはできても教室に入ることができない児童生徒に対しては、各学校が空き教室を利用した「登校支援室」
を設置して支援しており、その運営に係る人的支援として、令和５年10月から有償ボランティアの「登校サポーター」を派遣し
ている。

令和 6年度の実績による担当課の評価（令和 7年度7月時点）
（1）計画どおりに成果指標は上がっていますか？成果指標が上がっている理由、上がっていない理由は何ですか？

相談や指導等に繋がる児童生徒の割合は令和5年度を若干下回ったが、不
登校児童生徒数は減少した。
教育支援センターの活動時間を拡大するなど様々な支援を行っているが
、不登校児童生徒一人ひとりの関わり方や支援の方法は、児童生徒によ
って異なるため、今後も児童生徒に適した支援の充実に向けた取組を行
っていく必要がある。上がっている

どちらかといえば上がっている

▼上がっていない

（2）成果指標が向上する余地（可能性）はありますか？その理由は何ですか？

不登校児童生徒一人ひとりの特性や気質、環境要因を理解し、それぞれ
に適した支援を行う必要があり、教育支援センターや登校サポーターに
よる支援をさらに充実させることで、成果向上の余地はある。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

▼成果向上余地　小

（3）成果指標を落とさずに、コスト（予算や所要時間）を削減する方法はありませんか？

人件費が主となる事業であり、支援を必要とする児童生徒が増加してい
ることを踏まえると、人員の削減やボランティア等への置き換えは難し
く、コスト削減は困難である。

ある

▼なし

16



事業名
所管課： 教育支援課

１　令和６年度　実施内容

実績

【不登校相談件数】
　49件

【教育支援センター実施回数】
　207回

【登校サポーター派遣学校数】
　24校（小学校16校・中学校8校）

【行政評価外部評価 参考資料】　 事業内容説明書

不登校児童生徒支援事業

取組項目 取組内容

各種相談対応

【概要】
　児童生徒及び保護者の不登校等に関する悩みや課
題について、電話や窓口での相談に担当職員が対応
するほか、スクールカウンセラーによる教育相談を
実施する。

【実施内容・回数等】
○いじめ・不登校相談：月～金曜日　9時～17時（祝
祭日を除く）
○教育相談：水曜日（要予約）

教育支援センター
「ねくすと」の運営

【概要】
　専用会場を設置し、不登校児童生徒に対して、専
任指導員等によるコミュニケーション支援、学習支
援、体験活動、教育相談等の支援活動を実施し、情
緒の安定、基礎学力の補充、生活習慣の改善等を図
る。

【実施内容・回数等】
○月～金曜日　[午前の部]10時～12時　[午後の
部]13時～15時（水曜日は午前のみ）
○火曜日の午前は、情報図書館で読書活動を実施
○木曜日の午後は、市民体育館で体育活動を実施
○調理実習や陶芸体験、農業体験など年間10回程度
の体験活動を実施

登校サポーターの派
遣

【概要】
　学校に来ることはできても教室に入ることができ
ない児童生徒を支援するために各小中学校が設置し
ている「登校支援室」への人的支援として、教員免
許取得者や児童相談業務経験者等を「登校サポー
ター」として派遣する。

【活動内容】
　登校支援室を担当する教諭を補助し、学校長の指
揮監督のもと、主に次の活動を行う。　
①自習支援、②出欠確認、③健康確認、④不登校児
童生徒の話し相手

２　評価に係る補足事項
【教育支援センター「ねくすと」開設の経緯】
　家庭や学校など児童生徒を取り巻く日常や社会環境の変化により、不登校児童生徒数は全国的に増加してお
り、本市においても同様の状況であることから、より充実した支援に向けて、令和６年度から適応指導教室「す
ぽっとケア」を常設会場へ移転するとともに、名称を教育支援センター「ねくすと」に改め、活動時間を午前中
のみから午後までに拡大した。（水曜日を除く）

【登校サポーター派遣の経緯】
　登校支援室は、不登校児童生徒が在籍する各学校において、空き教室等を利用して運営されているが、児童生
徒の見守りは空き時間のある教員が交代で行っており、人員体制に余裕がない現状において安定した開設時間を
確保することが難しいため、令和５年10月から、教育支援課が有償ボランティアである登校サポーターの派遣を
開始した。

３　添付資料
①教育支援センター「ねくすと」チラシ
②教育支援センター「ねくすと」ふれあいめーる（令和７年10月号）
③令和７年度における登校サポーターの配置状況等
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【教育支援課】　

登校サポーター

17名

小学校16校
中学校8校

【業務内容】
　各小中学校が設置している校内登校支援室における教員の補助要員
として、派遣を希望する学校に対して派遣。学校に来ることはできる
が教室に入ることができない児童生徒の支援を行う。
 (1) 自習支援
 (2) 出欠確認　
 (3) 健康確認　
 (4) 不登校児童の話し相手
 (5) その他、登校支援室に関連した活動の補助

【活動状況】
 ・週2回、3時間／回以内

・謝礼（有償ボランティア）
　2,700円／回

・Ｒ5.10月に事業開始
　派遣人数：13名
　派遣校数：18校
　週2回、3時間／回以内
・Ｒ6　
　派遣人数：14名
　派遣校数：20校

令和７年度における登校サポーターの配置状況等

職名等

配置人数
（配置校数）

業務内容・活動状況等

報酬・謝礼等

【参考】これまでの経過
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